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第 7 章：所得・消費・資産を用いた貧困分析 
 

駒村康平(慶應義塾大学経済学部)・渡辺久里子(日本学術振興会特別研究員) 

 

要旨 

本研究では、総務省『全国消費実態調査』を用いて、所得、消費に基づく貧困率の測定を行い、

資産を考慮して時系列での推移を考察した。 

ライフサイクル仮説に基づけば、現役期に住宅資産を含めた資産形成を行って、引退期の所得

の低下に備えている可能性はあり、低所得であることは、若年世帯と高齢者世帯では異なる意味を

持つと考えられる。 

そこで本研究では、所得分布だけではなく消費分布も用いて貧困率の測定を行い、世帯主年

齢別、資産の状況別に分析を行った。その結果、2009 年時点で高齢世帯主世帯においては、所

得貧困率は12.6％であったが、消費貧困率は4.5％と、測定する分布で貧困率に乖離が確認され

た。一方で、若年世帯主世帯においては、所得貧困率が 8.5%、消費貧困率が 10.1％と消費貧困

率のほうが高い状況にあることが明らかとなった。 

 

１．はじめに 

 本稿では、総務省『全国消費実態調査』(以下、全消)を用いて、所得、消費に基づく貧困率を測

定し、世帯主年齢別、資産状況別に分析を行った。 

1990 年代からの不況と労働市場の悪化に伴って、日本の貧困が顕在化し深刻な状況にあるこ

とが、近年の学術研究から明らかとなっている。たとえば、大竹(2005) 、橘木・浦川(2006) 、阿

部・國枝・鈴木・林(2008)などは貧困・格差の把握および政策的対応に関する貴重な先行研究で

ある。しかしながら、いずれの研究も所得を中心に検討が行われており、消費に基づく貧困率の計

測（特に個票データ）については、管見の限りなされたことがない。 

しかし、ライフサイクル仮説に基づけば、現役期に住宅資産を含めた資産形成を行って、引退期

の所得の低下に備えている可能性があり、低所得であることは、若年世帯と高齢者世帯（＝ライフ

ステージ）では異なる意味を持つと考えられる。つまり、所得は世帯のウェル・ビーイングを測る 1 つ

の指標ではあるが、必ずしも生活困窮の程度とは一致していない可能性がある。 

そこで本稿では、1994 年から 2009 年の「全消」の個票データを用いて、所得に基づく貧困(以

下、所得貧困)と消費に基づく貧困(以下、消費貧困)の測定を行い、世帯のライフステージによっ

て結果がどのように異なるかを検討する。また、1990 年代からのデータを用いることで経済不況と

高齢化の進展を経験していた中で、日本の貧困率はどのように推移していたのか明らかとする。 

本稿の特徴は次の 2 点に集約できる。第 1 に、高齢化が進んだ日本の所得貧困と消費貧困を

検証する。高齢者世帯は、フローの所得額は低い傾向を示すが、異時点間の所得移転が成功し

ていれば、世帯消費額は現在の所得には規定されず、それ以上の厚生水準を享受できる。一方
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で、若年世帯では、将来への貯蓄や住宅ローンの返済から現在の所得以下の消費しか行えてい

ない可能性がある。そのため所得貧困のみで金銭的なウェル・ビーイングを観察することは、ミスリ

ーディングの可能性がある。 

特徴の 2 点目は、消費貧困を測定する際に持ち家の状況を加味することである。世帯の異時点

間移転、つまり資産形成には、金融資産だけでなく住宅資産も含まれる。持ち家世帯は、家賃支

払いがないため、決まって必要な所得額が低く抑えられると同時に、消費支出も自ずと低くなり、特

に、持ち家率の高い高齢者世帯の消費貧困が大きくなる可能性がある。しかしながら、持ち家世帯

もその住居に住むことによって相当に厚生水準は高まっていると考えられる。そこで本稿では、実

際の消費支出額に持ち家の帰属家賃分を上乗せした場合でも、消費貧困を測定する。これは持

ち家世帯と借家世帯の厚生水準を比較可能にするという観点から見ても妥当であると考えられる。 

構成は次の通りとなる。第 2 節では、所得分布と消費分布のどちらを貧困計測に用いるべきかに

関する理論的解釈および、国内外の貧困分析について概観する。第 3 節で所得貧困・消費貧困

を時系列に世帯主年齢別、資産状況別に測定を行い、最後第 4 節を本稿のまとめとする。 

 

２． 先行研究 

（１）消費か所得か―理論的解釈 

 貧困率を測定する際、所得分布と消費分布のどちらを用いるかに関しては、従来から議論がある

1。一般に、消費水準はその世帯の経済厚生を表すものとして考えられ、所得および資産はその消

費水準を実現するための手段として考えられる。しかしながら、消費水準については世帯構成や

就業状態、個人の嗜好といった多様な条件のもとで決定されるものであり、その世帯の所得や資産

の水準によってのみ決められるものはない。したがって消費と所得のどちらを計測に用いるかによ

り、貧困率は当然に異なるであろう。 

 消費分布を貧困率の計測に用いることについては、多くの研究者が支持している。その理由に

ついては、第 1 にライフサイクル仮説や恒常所得仮説の考え方に基づけば、世帯は貯蓄や借入等

を行うことにより、生涯にわたり消費の平準化を図っていると考えられることである(Slesnick1994、

Zaidi and De Vos  2001、Meyer and Sullivan2003）。また世帯の経済状況の一時的変動に

対しても、所得よりも消費のほうが影響を受けにいくいこと、低所得である場合は所得に占める消費

の割合も高くなっていることから、世帯の経済厚生を測る指標としては所得よりも消費のほうがふさ

わしいとされる(Slesnick1993)。 

第2に、資産が貧困に与える影響を間接的に観察できることである。たとえ所得が貧困線以下に

あっても、資産を保有していれば、一定以上の消費を享受できている可能性がある。もちろん、特

に資産額があまり高くなかった場合においては、所得以上の消費を行うことを持続できるのかどう

かという問題はあるが、少なくとも、所得のみに基づいて貧困を特定化することが適切ではないこと

が示唆される(Saunders1997)2。 

                                                  
1 例えば Atkinson(1989)。 
2 もっとも金融資産は利子・配当金等を通じて所得に対しても影響を与えることが考えられる。 
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第 3 に、消費データは支出項目別に把握できるため、より詳細な世帯のウェル・ビーイングを計

測することが可能という評価である。世帯の消費パターンを把握することにより、子ども等の特別ニ

ーズがある世帯ごとのウェル・ビーイングについて検討することが可能となる3。 

ここで、消費が支出項目ごとに把握可能であることは、項目ごとに物価を調整できることも意味す

る。相対的貧困率の時系列推移を観察する際、所得はそれ全体にしか物価指数を乗じることがで

きないため、貧困率には影響を与えない4。しかし消費は支出項目によって異なる物価指数を反映

させることができるため、物価の変動を考慮した貧困率を測定することができる。 

 その一方、消費分布ではなく所得分布を貧困測定に用いることについても、一定の支持がある。

その理由は、第 1 に、世帯における消費の平準化についての疑問である。世帯が借入れ等を行え

ず流動性制約に陥っている場合、世帯の消費は現在の所得に強く制約される(Deaton and 

Muellbauer1980)。そのため特に貧困世帯では、ライフサイクル仮説が示唆するような異時点間

の消費の平準化は、妨げられている可能性がある(Zaidi and de Vos 2001)。 

第 2 に、「ライフサイクル仮説に基づく」ということが意味するのは、将来への予測や金融市場か

らの借入れ能力を、自身で裁量、判断できるということであり、これは現実的ではない。また、その

状況が維持できないにも関わらず現在の所得以上の消費を行っている世帯は、将来において借

金等の問題を抱える可能性がある(Atkinson1998)。これらの第 1 と第 2 の理由からは、ライフサイ

クル仮説や恒常所得仮説に基づいて消費が所得よりも優位にあるという説明は、低所得者や近視

眼的な個人、あるいは不完備市場のもとでは成立しない場合があることを示唆している。 

第 3 に、低消費が消費者の選択によるものであり、自らの意思によって消費貧困に陥っているの

であれば、そこから政策的なインプリケーションは得られないことである (Saunders1997、

Pendakur2001)5。 

 これまでの議論から分かるように、貧困を所得で測るのか消費で測るのかは 争点になっており、

どちらがより指標として適しているかと結論づけることは難しい。ただし、所得貧困と消費貧困が想

定している概念を区別すれば、消費貧困は消費した財・サービスから派生する経済厚生を捉えて

いる一方で、所得貧困は潜在的に選択可能な消費を捉える、とすることができる。つまり、消費に

基づく測定は、最低限の消費水準を重要視する、標準生活アプローチであり、そして所得に基づく

測定は、最低所得を規定するがその使途は限定されない、最低限度の権利に対するアプローチ

であると定義できる (Atkinson1989)。 

そのため、所得と消費が代替的な経済的厚生の指標であるとみなすよりは、むしろ補完的な関

係にあると考える方がよいであろう(Saunders1997)。以上の議論を踏まえて、本稿で所得貧困だ

けではなく消費貧困も測定し、貧困の状況を明らかにする。 

                                                  
3 Meyer and Sullivan(2003)。 
4 無論、貧困線には影響を与える。 
5 労働供給の理論からいえば、自らの意志によって余暇時間と労働時間を自由に選択できるため、余暇を多く選
好する者の所得は低くなり、所得貧困となっている可能性はある。しかし、正規雇用の場合は短期的に労働供給を
変更することは難しく、一方でパート・アルバイト等の非正規雇用の場合はこの限りではないであろう。ただし、パー
ト・アルバイト等の非正規労働者が自らの意志によって労働時間を減らしているのか、あるいは労働市場の状況か
ら労働供給を減らさざるを得ないのかは識別する必要があると考えられる。 
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（２）実証分析 

① 消費貧困と所得貧困―海外 

海外の先行研究では実際に、消費に基づく貧困率の測定が行われている。Pendakur(2001)

では、カナダの Family Expenditure Surveys および Surveys of Household Spending を利用

して、1969～98 年における貧困率を所得と消費に基づいて測定している。 

Zaidi and De Vos(2001)では、1980 年代の EU9 か国における消費貧困率と不平等度を測定

しており、その計測結果は所得貧困率の推移と同じ傾向を示していたと説明している。一方、

Meyer and Sullivan(2009)では、アメリカにおいて 1960 年から 2005 年の貧困率や貧困ギャッ

プがどのように変化してきたか、世帯類型によって変化の違いがあったかを所得と貧困に基づいて

分析している。その結果、消費と所得に基づく貧困率と貧困ギャップは大きくなっており、特に消費

貧困率は低下傾向にあるのに対し、所得貧困率は上昇傾向にあることを指摘している6。 

 

② 所得貧困―日本 

日本における貧困率の計測は、主に所得に基づいてなされてきた。1990 年代以降、日本では

貧困率の上昇がみられるが、近年は若年層での貧困率の上昇が確認されている。橘木・浦川

（2006）では 1995 年から 2001 年にかけて、世帯主年齢 30 歳未満の世帯の貧困率が上昇してお

り、白波瀬（2006）でも同様に世帯主年齢 20・30 代の世帯の貧困率の上昇がみられる。阿部

（2008）は壮年者（20～59 歳）の貧困率はやや上昇しており、また阿部（2006）では子どもの貧困

が 1980 年代から 2000 年代にかけて上昇していると指摘している。 

一方、高齢者については公的年金制度の充実により減少傾向にあることが指摘されている(阿

部（2006）、白波瀬（2006）)。その一方で高齢者の貧困率は全人口の貧困率との対比で高く、国

際的にみても高齢者の相対的貧困リスクの高い国のひとつとして考えられている（山田 2006）。 

消費に基づいた貧困率の計測については、和田・木村(1998)のみである。貧困基準を被保護

世帯当たりの世帯人員別消費額として、『厚生行政基礎調査報告』および『国民生活基礎調査』を

利用し、1954～93 年における絶対的貧困および相対的貧困を測定している。その結果、絶対的

貧困は 30.0%から 0.4%に、相対的貧困は 20.0%から 6.0%に低下したこと指摘している。しかし和

田・木村(1998)の分析は集計データに基づき、世帯類型ごとの貧困率や貧困世帯の属性等は明

らかにされていない。また、所得貧困率は測定されていないことから、消費貧困率との比較もされて

いない。 

 

 

 

 

 

                                                  
6 海外における消費貧困率の研究は、この他にも Luo(2004)、Deaton(2003)、Lanjouw&Lanjouw(2001)など
多数ある。 
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３． データと定義 

（１）利用データ 

本稿では、1994 年、1999 年、2004 年、2009 年の総務省『全国消費実態調査』個票データを

利用する。「全消」は、家計の収支及び貯蓄・負債、耐久消費財、住宅・宅地などの家計資産を総

合的に調査している統計であり、5 年に 1 度実施されている。サンプルは約 57,000 世帯でうち単

身世帯が約 4,400 世帯である。調査月は、2 人以上世帯は 9～11 月の 3 か月間、単身世帯は 10

～11 月の 2 か月間である。 

本稿では、『全消』個票データの貯蓄負債票、用途分類票、品目分類票を統合したデータを用

いる。3 つの調査票を統合した理由は、まず貯蓄負債票は所得不詳のない世帯を集計しているた

め、年収・所得に関する変数は貯蓄負債票を用いるのが望ましいことによる。また、消費支出に関

するデータは「品目分類票」を、持ち家の世帯の帰属家賃は「用途類票」を利用するためである。 

所得貧困を計測する際は、収入から税・社会保険料を差し引いた可処分所得を用いるが、自営

業世帯に関しては、税・社会保険料の記載がなく可処分所得が不明なため、本稿では世帯年収か

ら税・社会保険料を推計し、自営業世帯の可処分所得を算出した7。 

また、消費貧困を測定する際には持ち家の帰属家賃を加味した世帯消費支出と、純粋に世帯

消費支出のみの 2 種類を用いた8。帰属家賃を消費支出に含めた理由は、先述したように、持ち家

世帯は住居費支出がない分、月額消費支出は少なくなっているが、実際には帰属家賃分の消費

を享受していることによる。なお、世帯消費支出には農家等の自家消費分や、一般世帯のもらい物

等の現物消費も含めている。 

データクリーニングは次の 3 つを行った。まず、可処分所得が不詳の世帯、現物消費を含めた

消費支出がゼロの世帯は分析から除外している。また、世帯主年齢が 20 歳未満の世帯、単身赴

任世帯、世帯人数が 8 人以上の世帯も分析の対象外とした。最後に、所得分布と消費分布はトッ

プ 1％、ボトム 1％でコーディングを行った。 

貯蓄負債票と用途分類票、品目分類票では集計用乗率が異なっているが、本稿では 3 つの調

査票を統合して用いているため、貯蓄負債票の集計用乗率を用いている。 

 

（２）貧困の定義 

 続いて、貧困の定義と測定方法について説明をする。消費貧困と所得貧困の貧困線はそれぞれ、

等価中位消費支出、等価可処分所得の50％とした。しかし、表 2 に示すように、中位水準そして相

対的貧困線もが 1994 年から 2009 年にかけて下がってきている。中位水準が下がっている中、貧

困を相対的基準のみで測定することは、生活困窮世帯の把握として限界があると考えられる。そこ

で、本稿では 1994 年相対的貧困線に基準を固定化した(以下、94 年基準)、貧困測定も行った9。 

中位等価消費支出と中位等価可処分所得を求める際は、「世帯人員の平方根」を等価尺度とし

                                                  
7 可処分所得の推計方法は、田中・四方(2012)を参照のこと。 
8 帰属家賃は、総務省が推計した金額を用いた。 
9 ただし、94 年基準は 1994 年以外の年次においては貧困基準としての意味合いを持つものではなく、測定結果
は、1994 年の相対的貧困基準未満の世帯率を示すにすぎない。 
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て「世帯規模の経済性」を調整した10。 

（３）等価消費支出と等価可処分所得の推移 

1990 年代半ばから 2000 年代までの消費水準と所得水準の推移について把握する。表 1 は、

等価消費支出、等価可処分所得の中位値およびそれぞれの相対的貧困線の月額が示されてい

る。 

この表から、中位等価消費、中位等価可処分所得がこの 15 年で低下していることがわかる。消

費支出は、帰属家賃を含めない場合はおよそ 20 万円から 19 万円へ、含めた場合は 21 万円から

20 万円へと 1 万円ほど低下している。等価可処分所得は、94 年の 26.4 万円から 4 万円低下し、

2009 年には 22.4 万円となっている。 

また第 2 に、中位水準が下がってきたことによって貧困線もこの 15 年で下がってきていることが

わかる。この 15 年間で所得水準の低下は大きかった一方で、消費水準はほとんど一定であったこ

とから、相対的な所得貧困線と消費貧困線の差が縮まってきており、1994 年時点で 3 万円ほどあ

った差は、2009 年時点で 1 万 6 千円程度と、その差はおよそ半分になっている。 

 

表 1 中位等価消費支出・可処分所得と貧困線 

 
注：相対的貧困線は中位等価消費、等価可処分所得の 50％である。 

出所：筆者ら作成。 

 

では、これらの中位消費水準と中位等価可処分所得の低下は、全世帯で一律に起こっていた

のであろうか。次の図 1 は、所得と消費の中位水準を世帯主年齢別にみたものである。 

 

 

                                                  
10 等価尺度の選択は、貧困率自体そのものだけでなく、貧困とカウントする者の構成にも影響を与えるため、規範
的な問題が含まれているが(Lister 2009)、今回の測定では近年一般的に用いられている「世帯人員の平方根」を
簡便的に用いた。 

1994年 1999年 2004年 2009年
等価消費
(帰属家賃を
含まない)

16.84 17.04 15.98 15.54

等価消費
(帰属家賃を
含む)

20.10 20.24 19.44 19.07

等価可処分
所得

26.35 26.81 23.97 22.42

等価消費
(帰属家賃を
含まない)

8.42 8.52 7.99 7.77

等価消費
(帰属家賃を
含む)

10.05 10.12 9.72 9.54

等価可処分
所得

13.18 13.40 11.98 11.21

貧困線

(万円/月)

中位
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図 1 中位等価消費と中位等価可処分所得の推移(世帯主年齢別) 

 

出所：各年版『全国消費実態調査』の個票データより筆者ら作成。 

 

図 2 世帯主年齢別の金融資産額と住宅ローン残高 

 

出所：各年版『全国消費実態調査』の個票データより筆者ら作成。 
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図 1 をみると、可処分所得は世帯主年齢が上がるにつれ増加しているが、50 歳代をピークに減

少する山形となっている。一方で消費は、可処分所得ほど世帯主年齢間で分散が大きくはなく、ご

くゆるやかな山形であり、2009 年にはほとんどフラットな形状になっている。世帯主年齢が 50 歳代

の世帯においては、可処分所得の下落が大きかったことから、消費支出も下げざるを得ず、それが

全体の消費支出の低下に影響したと考えられる。 

図 2 は、世帯主年齢別に金融資産と住宅ローン残高を見たものである。まず、総金融資産をみ

ると、世帯主年齢が上がるにつれ、世帯の金融資産高は多くなることがわかる。ただし、金融資産

の蓄積も、世帯主年齢が 60 歳を過ぎるころに高止まりし、65 歳以上になると取り崩しが始まってい

ることがわかる。これは、総金融資産から負債を差し引いた純金融資産の推移からも同じ傾向が観

察される。しかし、純金融資産の推移が総金融資産のそれと異なるのは、世帯主年齢 30 歳から 1

回減少に転じる点である。2009 年時点では 30 歳前半から 40 歳半ばにかけて世帯の純金融資産

はマイナスとなっている。これは、負債の中でも住宅ローンの借り入れが強く影響している。 

同じ図 2 の住宅ローンのパネルをみると、借入額は世帯主年齢 30 歳後半から 40 歳半ばがピ

ークとなる、逆 U 字型をしており、世帯主年齢 20 歳代前半や 65 歳以上ではほぼゼロとなっている。

このことから、家族形成が進み、かつローンの借り入れ能力がある30歳前半から住宅ローンを組ん

で持ち家を保有し、引退期に向けた住宅資産形成を図っていると考えられる。 

 

４． 分析結果 

（１）消費・所得に基づく貧困率の時系列推移 

 本節では、『全消』から測定した消費貧困および所得貧困の時系列変化を観察する。まずは表 2

から相対的貧困基準から測定した貧困率の全体的な推移を概観したい。第 1 の特徴は、消費貧

困と所得貧困の動き（上昇・低下）の違いである。1994 年から 2009 年にかけて所得貧困の場合は

上昇傾向にあり、15 年間で 7.6％強から 9.0％と 1.5％程度上昇している。 

一方で消費貧困は、帰属家賃を含めるかどうかによって、結果は異なる。消費貧困(帰属家賃を

含めない)は、1994 年から 1999 年にかけて 5.5%から 6.3%と増加傾向を示している。しかし、消費

貧困(帰属家賃を含む)は、同期間において 4.6%から 4.1%と微減している。帰属家賃を含めた消

費貧困が低下した理由は、相対的に持ち家率の高い高齢者世帯がこの間に増えたことが原因で

あると考えられる。 

また、所得貧困線、消費貧困線ともに低下していた一方で、所得貧困と消費貧困の動きに違い

があったのは、相対的貧困率が分布の左スソに影響されるためであり、所得分布と消費分布の変

化が異なっていたことによると考えられる。そこで、貧困線を「94 年基準」に固定化させて測定した

結果が表 2 の下段にある。 

 「94 年基準」をみると、消費貧困、所得貧困とも上昇しているのがわかる。特に所得貧困の上昇

幅は大きく、2009 年は 14.2％まで増加している。帰属家賃を含まない消費貧困は、所得貧困ほど

増加幅は大きくないが、1994 年の 1.5 倍程度になっている。帰属家賃を含む消費貧困の増加幅

は 1.1～1.2 倍程度である。 



221 
 

表 2 消費貧困・所得貧困の推移(1994-2009) 

 
注：消費貧困と所得貧困の相対的貧困線はそれぞれ、等価中位消費支出、等価可処分所得の 50％である。 

出所：各年版『全国消費実態調査』の個票データより筆者作成。 

  

（２）世帯主年齢別の貧困率 

図 3 は所得貧困と消費貧困の推移を世帯主年齢別にみたものである。この図の特徴は、消費貧

困率と所得貧困率の形状の違いにある。所得貧困率は、よく知られているように、若年世帯主と高

齢世帯主の貧困率は高く、中年世帯主が低い U の字型の形状をしている。1994 年時点では世帯

主年齢が 20 歳代前半の所得貧困率は、70 歳代以上のそれより低くなっていたが、それ以降は高

齢者世帯主の所得貧困率が大幅に下がり、2009 年にはその大小関係が逆転している。 

一方で消費貧困は、帰属家賃を消費支出に含めるかどうかで形状に違いが現れる。帰属家賃

を含めない消費貧困は右上がりの形状をしているが、含めると消費貧困ゆるやかな U の字型であ

り、2009 年時点では若年世帯主だけが高い右下がりの傾向となっている。 

より具体的にみると、高齢者世帯主の貧困率は 15 年間で 2％ポイントから 5％ポイント程下落し、

中高年世帯主世帯とほぼ同率の 4％前後となった一方で、世帯主年齢が 20 歳代から 30 歳代前

半の消費貧困(帰属家賃を含む)は、高齢世帯主のそれよりも低下幅が小さく、7％～11％で推移し

ており、大小関係が逆転している。 

したがって、可処分所得が減少するなかでも消費貧困が減少しているのは、高齢者における消

費貧困世帯が減少していることに要因があると考えられる。持ち家率の高い高齢者世帯主は、帰

属家賃によって消費支出が増加する世帯が多いため、持ち家率の低い若年世帯主よりも消費貧

困(帰属家賃)は下がったと考えられる。 

 

 

 

 

 

1994年 1999年 2004年 2009年
消費貧困
(帰属家賃
を含まな
い)

5.8% 6.2% 6.3% 6.3%

消費貧困
(帰属家賃
を含む)

4.6% 4.6% 4.1% 4.1%

所得貧困 7.6% 8.2% 8.7% 9.0%
消費貧困
(帰属家賃
を含まな
い)

5.8% 5.9% 7.7% 8.5%

消費貧困
(帰属家賃
を含む)

4.6% 4.4% 4.9% 5.3%

所得貧困 7.6% 7.7% 11.4% 14.2%

相対的
貧困
基準

94年基準
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図 3 世帯主年齢別貧困率（貧困線：各年次相対的貧困基準、1994－2009） 

 
注：消費貧困と所得貧困の貧困線はそれぞれ、等価中位消費支出、等価可処分所得の 50％である。 

出所：各年版『全国消費実態調査』の個票データより筆者作成。 

 

図 4 世帯主年齢別 94 年基準未満率（測定基準：94 年基準、1994－2009） 

 

注：消費貧困と所得貧困の貧困線は 1994 年の等価中位消費支出、等価可処分所得の 50％である。 

出所：各年版『全国消費実態調査』の個票データより筆者ら作成。 
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図4は、世帯主年齢別に94年基準から測定したものである。基本的なグラフの形状は相対的貧

困基準から計測した結果と大きな違いはないが、特に所得貧困では大きなジャンプがみられる。所

得貧困は、75 歳以上世帯主を除き 1994 年から 2009 年にかけておおよそ 2 倍にまで貧困率が上

昇する 20 歳～30 歳代前半の世帯主における貧困率は大幅に上昇しており、94 年基準からみれ

ば若年世帯主の可処分所得が際立って減少していることが伺える。 

消費貧困をみると、世帯主年齢 65 歳を境に、1994 年からの推移(上昇、下落)の方向に違いが

みられる。つまり、現役世帯においては 2～5％ポイント程度、消費貧困率が上昇していたが、高齢

世帯主世帯では、同程度の下落がみられ、現役世帯のほうが消費貧困率(帰属家賃を含む)は高く

なっている。 

ここで世帯主年齢別の所得貧困と消費貧困の結果を整理したい。図 3、図 4 でみたとおり、確か

に高齢世帯主の所得貧困率は高く、これは既存研究とも一致した結果である。しかしながら、持ち

家の帰属家賃を考慮した消費から貧困率を計測すると、所得貧困のような、60 歳を区切りとした急

な上昇はみられず、2009 年時点ではほとんどフラットな形状まで落ちている。これは、図 5 の両基

準から見た貧困率が示すように、65 歳以上世帯主の世帯においては所得のみ貧困に該当する割

合が高いことからも見て取れる。 

一方で、若年世帯主においては、1990 年代からの経済不況や労働の非正規化の影響を受け

て可処分所得は大きく下がり、所得貧困率が上昇した一因になっていると考えられる。加えて、

2009 年時点では所得貧困、消費貧困ともに高齢世帯主よりも高くなっている。 

 

図 5 世帯主年齢別両基準から見た貧困率 

 
注 1：消費貧困には帰属家賃を含んだものを用いている。 

注 2：所得・消費貧困とは、所得貧困かつ消費貧困であった世帯、所得のみ貧困とは所得貧困ではあったが消費

貧困には陥っていなかった世帯、消費のみ貧困とは消費貧困ではあったが所得貧困には陥っていなかった世帯、

非貧困とは所得貧困でも消費貧困でもなかった世帯である。 

出所：総務省『全国消費実地調査』個票データより筆者ら作成。 
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（３）資産状況別貧困率 

では、高齢世帯主の所得貧困が高く、消費貧困が抑えられているのは、持ち家を含めた資産か

ら消費の平準化を行えているということなのであろうか。また、所得貧困、消費貧困の高い若年世

帯主の資産状況はどのようになっているであろうか。 

 図 6 は、世帯主年齢別、貧困状況別に金融資産高と負債高を見たものである。まず、所得・消費

ともに貧困である世帯は、他グループと比較して、金融資産が圧倒的に少ないことがわかる。特に

20～39 歳の若年世帯主は、金融資産もない一方で住宅ローンを含めた負債もなく、また所得も低

いことから借り入れ能力にも欠けると推察される。そのため、将来への持ち家を含めた異時点間移

転は困難であると予想され、このまま貧困状況を引きずっていく可能性が高いと予想できる11。 

 

図 6 資産状況別、世帯主年齢別の貧困率の推移 

 

注；図 5 に同じ。 

出所；総務省『全国消費実態調査』より筆者ら作成。 

 

次に、所得のみ貧困世帯と消費のみ貧困世帯のパネルを比較すると、若年世帯主と中高年世

                                                  
11 ただし、これを証明するには長期のパネルデータでの分析が必要である。 
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帯主においては所得のみ貧困世帯のほうが負債額が少ないことがわかる。つまり、消費のみ貧困

世帯は、住宅ローン等の月々の返済があるため、貧困線以上の所得があっても、消費貧困に陥っ

ている世帯があると考えられる。他方、高齢世帯主では 2009 年時点で所得のみ貧困、消費のみ

貧困世帯でほとんど同額の金融資産高であった。このことから、高齢世帯主においてはフローの所

得が低下し、貧困線以下となっても資産があることによって消費は維持できており、ライフサイクル

仮説が示すような異時点間の所得移転が機能していると考えられる。 

 最後に、非貧困世帯であるが、どの世帯主年齢で見ても貧困世帯よりも金融資産だけではなく負

債高も多くなっている。所得が高いことからローンの借り入れ能力も問題ないと考えられ、またそれ

以上に金融資産の蓄積も行えていると予想される。 

 

５． 結論 

 本稿では、1994 年から 2009 年の総務省『全国消費実態調査』の個票データを用いて、消費貧

困と所得貧困の測定を行い、世帯のライフステージによって結果がどのように異なるか検証をした。

その結果、以下 3 つの知見が明らかとなった。 

 第1に、1994年から2009年にかけて所得貧困は上昇傾向にあり、15年間で 7.6％強から9.0％

と 1.5％程度上昇していたが、消費貧困は 4.6％から 4.0％へと微減していた。ただし、貧困基準を

1994 年の相対的貧困線に固定化させた場合は、どちらの貧困率も増加していた。世帯の可処分

所得が下がり、消費も落ち込む中で、相対的な貧困線だけで貧困率を測定することには限界があ

ると考えられる。本稿では、相対的に決定された基準が「健康で文化的な最低生活」をするに足る

基準となっているのかは議論しておらず、別稿にゆずりたい。 

 第 2 に、高齢世帯主において、所得貧困率は 12.6％と全体平均よりも高いが、消費貧困率(帰属

家賃を含む)は 4.6％と全体平均とほとんど変わらない値であった。所得貧困ではあるが消費貧困

ではない「所得のみ貧困」世帯が占める割合も他の世帯主年齢と比較して高く、また当該世帯は

一定程度の金融資産も保有していることが明らかとなった。このことから、高齢世帯主の世帯はフロ

ーの所得が低くとも金融資産等の取り崩しから消費は維持できている世帯の多いことが示唆される。

そのため、所得は高齢世帯主のウェル・ビーイングを測る分布として不十分である可能性がある。 

第 3 に、若年世帯主においては、1994 年からの 15 年間で所得貧困は大きな上昇がみられ、消

費貧困は横ばいであったものの、高齢世帯主のそれよりも大きくなっていた。長引く不況と労働市

場の悪化は、若年世帯の所得に影響を与え、また資産形成も進んでいないことから、相対的に高

齢世帯主の消費貧困よりも高くなったと考えられる。ただし、若年世帯主、中高年世帯主の消費の

み貧困世帯においては、所得のみ貧困世帯よりも、住宅ローン負債高が多い。住宅ローンが住宅

資産形成の一環であると考えれば、消費貧困に陥っていることは世帯の選択である可能性もある。 

以上のことから、世帯のウェル・ビーイングを見る際は、1 つの指標から判断するのではなく、所

得分布、消費分布、資産分布等を用いて、多面的に考慮する必要があると考えられる。 
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附表 

 

 附表では、本文に載せていない図表の一覧である。貧困率を世帯類型別、本人年齢別にみてい

る。なお、付表は 2009 年のデータのみであり、等価尺度は修正 OECD 尺度を用いた。 

 

附 1 世帯主年齢別住居所有形態 

 

 

附 2 子どものいる世帯と高齢世帯の構成比 

 

 

附 3 子どもと大人の相対的貧困率 

 
注:中位値は 1 週間当たりの額である。 

Freq. Percent Freq. Percent Freq. Percent Freq. Percent
持ち家(住宅ローンなし) 26,082 52.5 17 6.8 12,807 37.6 12,344 80.4
持ち家(住宅ローンあり) 11,555 23.3 2 0.9 11,320 33.2 910 5.9
借家(民間) 9,543 19.2 213 85.0 8,269 24.3 1,308 8.5
借家(公営) 1,966 4.0 11 4.2 1,314 3.9 635 4.1
その他 536 1.1 8 3.0 364 1.1 161 1.1
合計 49,682 100.0 250 100.0 34,074 100.0 15,358 100.0

全世帯
世帯主年齢
20̃24歳

世帯主年齢
25̃64歳

世帯主年齢
65歳以上

子どものいる世帯 (%)
　ひとり親と15歳以下の子どものみ 2.4
　ひとり親と15歳以上の子どもを含む世帯 1.2
　ふたり親と15歳以下の子どものみ 73.3
　ふたり親と15歳以上の子どもを含む世帯 20.9
　その他15歳以下の子どものいる世帯 2.1
高齢世帯
　高齢単身 23.4
　高齢夫婦 35.7
　少なくとも1人以上の高齢者のいる世帯 40.9

可処分
所得
(BHC)

可処分
所得ー
住居費
(AHC)

世帯消費 世帯消費
＋

帰属家賃

等価中位値 46,579 40,269 34,947 36,724

貧困率(%): 
中位値の40%
　大人 4.8 7.3 3.4 2.7
　子ども 3.8 7.2 2.1 3.7
　全体 4.6 7.3 3.2 2.8
中位値の50%
　大人 8.9 11.8 7.6 6.1
　子ども 7.5 12.9 5.1 9.0
　全体 8.7 12.0 7.2 6.5
中位値の60%
　大人 14.7 17.4 14.0 11.9
　子ども 14.5 20.7 10.8 18.0
　全体 14.7 18.0 13.5 12.9

所得貧困 消費貧困
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附 4 世帯類型別貧困率 

 
 

附 5 世帯類型別両基準から見た貧困率(貧困線＝中央値の 50%)  

(単位:%) 

 

 

 

可処分
所得
(BHC)

可処分
所得ー
住居費
(AHC)

世帯消費 世帯消費
＋

帰属家賃

中位値の40%
　一般単身(＜65) 8.2 15.9 2.1 1.0
　高齢単身(65＋) 11.7 16.5 6.8 1.9
　一般夫婦 2.7 5.1 0.8 1.3
　高齢夫婦 2.8 5.3 2.6 0.9
　夫婦とその子ども 2.0 5.1 1.0 2.9
　ひとり親とその子ども 27.8 41.7 6.4 6.8
　その他 5.4 8.2 4.9 3.9
中位値の50%
　一般単身(＜65) 15.2 24.1 4.4 2.6
　高齢単身(65＋) 18.3 22.6 12.7 4.2
　一般夫婦 4.8 7.8 2.1 2.6
　高齢夫婦 5.9 8.7 6.4 2.3
　夫婦とその子ども 4.9 10.3 3.0 7.2
　ひとり親とその子ども 44.9 55.4 15.2 16.8
　その他 10.0 12.6 11.0 8.6
中位値の60%
　一般単身(＜65) 22.6 30.1 8.0 5.2
　高齢単身(65＋) 25.8 30.4 21.1 7.4
　一般夫婦 7.9 11.0 5.0 4.8
　高齢夫婦 10.2 13.3 12.0 5.1
　夫婦とその子ども 10.8 17.2 7.2 15.1
　ひとり親とその子ども 60.9 68.3 27.4 28.5
　その他 16.6 18.4 19.6 16.3

所得貧困 消費貧困

所得貧困
のみ

消費貧困
のみ

所得・消
費貧困

　一般単身(＜65) 22.6 1.1 1.5
　高齢単身(65＋) 20.0 1.6 2.6
　一般夫婦 7.0 1.9 0.8
　高齢夫婦 7.6 1.3 1.0
　夫婦とその子ども 8.1 5.0 2.3
　ひとり親とその子ども 41.4 2.8 14.0
　その他 9.7 5.6 2.9
全体 10.3 4.2 2.4


